
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 ふるさと特産品消費拡大推進事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地域消費喚起・生活支援型）

【問合せ先】商業振興係 0857-20-3222 
　　　　　　 
【事業背景】 
　国が今後５か年の目標や施策等を盛り込んだ「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣
議決定するとともに、地域住民生活等緊急支援のための交付金制度を創設したことを受 
け、これに呼応した地域経済活性化施策の実行が求められている。 
 
【事業の目的】 
　インターネットを活用し、ふるさと特産品等に対する消費を、購入者の助成により喚
起・拡大を図るもの。
　　「とっとり市」へ参加店舗の増加に向けた取組もあわせて実施し、商品カテゴリ的に 
商品力が弱い旅行商品などを充実させることで消費喚起を促す。 
　 
【事業の内容】 
　・インターネットショップ「とっとり市」で利用できる割引クーポンコードを発行し、
　　割引額を事業者に対し補助する。（消費者へは間接補助） 
　　　補助内容　商品代金の３割（30,000千円）
　・クーポンコード発行に係る既存システムの改修費
　・販売促進に係るＰＲや運営経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

40,452 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 45,530 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 40,452 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

5,552 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 34,900 

40,452 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 【政策提案】まち・ひと・しごと創生総合戦略（経済再生）事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249 

【９次総の施策体系】5104 
 
【事業の経過及び背景】 
　現在、第３次鳥取市経済再生・雇用創造戦略に基づき、平成２６年度から４年間で
5,000人以上の雇用創造目標を掲げ、地域経済の再生・活性化及び雇用の創出に取り組ん
でいる。今 後、平成２７年度に「地方版総合戦略」を策定することとしており、先進的か
つ実行性の高い取組をさらに進める必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　地方版総合戦略において位置付けを検討する事業や若手職員政策提案で採択された事業 
に関し、先進地視察など事業化に向けた先進事例の研究を行うとともに、関連企業に対す 
るアプローチを強化することにより、鳥取市への進出可能性調査及び企業ニーズの把握を
行い、地方版総合戦略等の効果的推進を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
○先進地視察及び企業訪問のための旅費 
○企業商談用サンプル代等の消耗品費 
○企業訪問等に係る高速道路使用料、駐車場借上料等　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

2,155 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 2,155 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 2,155 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

455 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,700 

2,155 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 【政策提案】留学生受入れ支援事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249 
【９次総の施策体系】5104 
【事業の経過及び背景】
　文部科学省は、平成２０年に「留学生３０万人計画」を策定し、平成３２年までに留学
生３０万人の受け入れを目指している。
　本市においても、鳥取大学、鳥取環境大学に約１６０名の留学生が在籍しているとこ
ろ。

【事業の目的及び効果】
 　留学生の本市への就職を支援することで、企業の国際化やグローバル競争力の強化を
促進するとともに、高度な外国人材の定着による本市の国際化や地域活性化を図る。
 
【事業の内容・実績】 
　市内の企業と留学生を対象にしたセミナーを開催し、企業には外国人採用事例や手法 、
学生には就職活動に関する情報提供を行い、日本企業での就職を志向する留学生と市内 企
業とのマッチングの機会を提供する。 
（１）対象　外国人留学生、市内企業 
（２）内容　就職説明会、企業向け説明会、交流会（年１回を予定） 
　　○講師、通訳謝礼 
　　○ポスター等作成 
　　○交流会開催 
　　○会場借上料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

409 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 409 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 409 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

109 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 300 

409 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 人材確保推進事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 雇用対策事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【問合せ先】雇用政策係 0857-20-3134 
 
【９次総の施策体系】5104 
 
【事業の経過及び背景】
　市内企業の事業再編により離職した多くの優秀な人材や市内学生の県外流出といった現
状、並びに本市へ進出する企業が相次いでいる現状を踏まえ、それら進出企業や既存の市
内企業の人材の確保は喫緊の課題となっている。 
　それらの課題に対応するため、市内企業が求める人材を市内外から確保できる体制を整
備しマッチングを行うことにより、地元企業の活性化を図るとともに今後の企業誘致につ 
なげていく。 

 【事業の目的及び効果】
　市内企業のＰＲ用パンフレット等の情報を使い、東京、大阪に配置された移住支援 相談
員と連携しながら県外在住者へ情報発信を行っていくことで、県外者の転入及び地元 企業
就職を促進する。併せて、市内大学等への市内企業ＰＲを行うことで卒業生の地元就 職の
促進を図る。 
　また、大阪市内において開催される国内最大規模の就職相談会へ市内企業１０社のブー
ス及び鳥取市紹介ブース（観光・ＵＪＩターン等）を設け、ＵＪＩターンの推進を図る。
　
【事業の内容】
 （１）市内企業案内パンフレット作成
（２）大阪市内での就職相談会へ市内企業の参加支援
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

4,491 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 5,849 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 4,491 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

891 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,600 

4,491 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００５ 項　　目　　名 若者の正規雇用支援・職場定着支援事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 雇用対策事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【問合せ先】雇用政策係 0857-22-3134 

【９次総の施策体系】5104 

【事業の目的及び効果】
　インターンシップを通じた、鳥取市の若年者求職者の地元企業へのマッチング支援と職 
場定着支援を行う。 

【事業の内容・実績】　 
　市内企業に就職を希望するが、職場経験が乏しく適性のある仕事への就職のチャンスが 
つかめない40歳未満の若年求職者を、市内求職者の雇用と人材育成を積極的に進める市 
内企業とインターンシップ事業を通じて結びつけ、インターンシップ終了後は受け入れ先 
企業での正規雇用での就職を目指し、期間中事業推進員による企業・研修生双方への指導 
と調整を行う。これによって、長く地域に定着して働く若手の人材を企業とともに育成す 
る。
インターンシップ研修者に対しては、研修期間における生活安定のための資金として奨励
金を支給する。
　　　　　　　　　　　 
（1）奨励金の額　　　　　　　　研修生に対し日額6,000円
（2）インターンシップの期間　　3か月

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

11,870 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 28,000 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 11,870 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

2,470 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,400 

11,870 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００６ 項　　目　　名 【政策提案】起業のまち「鳥取」創造プロジェクト事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 新規創業支援事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【問合せ先】商業振興係 0857-20-3222 

【９次総の施策体系】5103 

【事業の経過及び背景】 
　本市は、平成３１年末までに転入超過都市への移行を実現するため、全庁的な取り組み
を推進している。また、産業競争力強化法に基づく国の認定創業支援事業計画（計画期
間： 平成２６年度～３０年度）を策定し、年間１００件以上の創業の実現に向け、各種事
業を実施している。 

【事業の目的及び効果】 
　定住促進の取り組みの一環として、各種起業支援施策の充実およびプロモーションを一 
体的に行うことにより、「起業を応援する鳥取市」のイメージを県内外に定着させること 
で、県外から起業＆定住希望者を呼び込むとともに、地元住民も含めた地域全体における
起業の促進を図る。このことにより、居住人口増加、新規創業・開業数増加、空き家・空 
き店舗利活用促進、地元事業者・事業所数の維持等の効果を期待する。　　　 

【事業の内容】 
　●起業希望者の掘り起し・サポート 
　●事業承継マッチング 
　●空き家・空き店舗マッチング 
　●クラウドファンディング普及促進・活用支援 
　●定住希望者向け情報発信 
　●新規創業・開業支援（補助金） 
　●地域商業担い手育成（補助金） 
　●ビジネスプランコンテスト開催（奨励金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

24,855 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 24,855 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 24,855 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

5,155 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 19,700 

24,855 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００７ 項　　目　　名 知名度アップイベント推進事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 観光宣伝事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
観光コンベンション推進課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【問合せ先】観光振興係 0857-20-3227

【９次総の施策体系】5201

【目的及び効果】
　鳥取砂丘砂の美術館と連携した集客力あるイベント開催や、電子媒体を用いた観光情報
発信を通じた誘客宣伝・広報活動を行うことにより、本市の知名度向上を図り、本市の観
光推進と地域経済の活性化に繋げる。

【事業の内容】
（１）オクトーバーフェスト開催
　砂の美術館ドイツ編との連携企画として、ドイツ文化圏で馴染み深いオクトーバーフェ
ストを砂丘周辺で開催。秋の滞在型観光商品として国内外に売り込む。
（２）電子観光情報システム構築
　楽天トラベルとの連動により、全世界から閲覧可能な電子媒体を用いた誘客コンテンツ
「旅色」に本市の観光情報を掲載し、情報発信チャンネルを増やし誘客につなげる。

【予算額】
（１）ビアフェスタ開催　２，０００千円（補助金）
　　　花火打ち上げ　　　２，０００千円（委託料）
（２）コンテンツ作成　　６，０００千円（広告料）

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

10,000 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 93,680 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 10,000 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

2,100 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 7,900 

10,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００８ 項　　目　　名 鳥取市観光資源磨き上げ事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
観光コンベンション推進課年度

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-20-3227

【９次総の施策体系】5201

【事業の目的及び効果】
　鳥取市には、山陰海岸ジオパークに代表される豊かな自然や歴史、伝統文化や地域の
食、物産品など魅力ある資源が多くある。
　これらの資源の更なる磨き上げを行い、地域独自の伝統文化や街なみ景観を活かしなが
ら、魅力ある観光素材へと発展させ、来訪者の増を図るとともに滞在型観光へとつなげて
いく。

【事業の内容】
（１）国府町雨滝周辺整備事業
　山陰海岸ジオパークエリアである雨滝周辺の河合谷水とのふれあい広場の老朽化した設
備を整備し、来訪者へのサービスとイメージアップを図る。
（２）湖山池遊覧船オアシスパーク桟橋整備補助
　湖山池を新たな観光スポットとして活用することを目的として、湖山池オアシスパーク
に遊覧船乗場を整備するため、湖山池遊覧船を運航している事業者へ桟橋整備に関わる事
業費の一部を補助する。

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

6,818 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 6,818 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 6,818 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

1,418 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,400 

6,818 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００９ 項　　目　　名 砂像製作事業費（地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業）

予算書項目 観光活動費 ページ 101 所　　属　　名

経済観光部 
鳥取砂丘・ジオパーク推進課年度

一般会計 （地域住民生活等緊急支援のための交付金活用事業　地方創生先行型）

【目的及び効果】 
鳥取砂丘砂の美術館を拠点に、壮大なイルミネーションによる音と光の空間の創出、話題
性・商品性の高いインタラクティブ（体感・体験型）アートイベントを開催する。
このイベント開催を通じて、砂の美術館の魅力向上や旅行会社での商品造成等による観光
入込と経済効果の増大を実現するとともに、美術館に留まらず県内観光地・観光施設との
連携により、経済効果のさらなる増大、地域経済の活性化につなげることを目的とする。

【事業内容】
場所：砂の美術館屋内屋外エリア、展望駐車場周辺
内容：
●おとぎの世界をテーマにした光の世界を創作（第８期展示テーマのドイツと連携した商
品 造成）
●特色のあるイルミネーション空間の創出（見るだけでなく体感できるエンターテイメン
ト空間、例：光のメリーゴーランド等） 
●クリスマスをイメージした賑わいの創出（例：クリスマスマーケットの開催）
●３Ｄプロジェクションマッピングの開催（メルヘンの世界を演出）

款 商工費

項

H26

事業の概要　会計名

58,204 0 

商工費

目 観光費

補正前額 0 

要求額 100,306 

0 

地方債 0 

総務部長段階査定額 58,204 その他財源の内訳

分担金 0 

0 

市長段階査定額

12,204 諸収入 0 

計

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 46,000 

58,204 その他 0 

行財政改革課処理欄

0 

その他 0 0 

一般財源


